
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 3年度  事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 キ リス 教メンタル・ケア・センター

1 事業の成果

「心病む方々の友となる」の理念のもと、電話相談を中心に各種相談活動を展開した。

新型コロナウィルス感染症の流行で、昨年度に引続き活動の制限を受けたが、相談開催 日を減 らす等の

調整を図 りながら活動を継続 した。都内での新型コロナウィルス感染者の増減によって、部会や委員会

の活動が制限を受けるなか、必要なミーティングや夏と冬に行われる研修会なども Zoomな どを用いて

行った。この様なリモー トがあるがゆえに二重CMCCの 方、協力会員の方たちも参加することができ

た。当事者会については、安全とユーザーさん達のニーズの両方の間で揺れ動きながら、それでも堅実に

活動することができた。

相談員の養成に関する事業 (公開講座事業)は初の試みとして講座の全てを Zoomで行い、延べ 662
名の受講者があった。

広報活動では、創立 30周年記念の機関誌を発行 し、 30年間の活動 とコロナ禍にある現在の CMCC
の活動への展望を発信 した。

理事会等の運営に関する議事についても対面式で開催ができない中、Zoomを用いての開催を予定通 り

行い、運営事項については滞 りなく審議を行った。

具体的な事業の実施内容については下記のとお りである。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【4,078】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

心病む人々 と
その家族に対
す る援助 と相
談活動

① 電話 と面談手紙によ
る援助

② 心理・医療等専門相談
の実施

③ 心病む方と家族の会

年 間

東 京 相 談 室

(渋谷区)

横 浜相談 室

(磯子区)

合 計
56名

相談員

31名

協力会員

25名

電話相談

専P日本目談

家族会等

1,485名
2.707
(千円)

機 関誌の発行
に関する事業

外部への事業 PRの為に
会報を作成・発行

年 1回

12月

東京・横浜相
談室

6名
寄付者・

学校・教

会・病院

3,000部
1,500箇所

300
(千 円)

相談員の養成
に関する事業

相談員の育成 と一般啓発
(年間で公開講座開催 )

年 間

神 奈 川 県 民
センター

Zoom

7名
講座希望

者・一般
延 662名 747

(千 円)



支援のための

研修

相談員の能力維持向上

グループ研修
一 日研修

年 間
両相談室

Zoom
11名

相談員

協力会員
56名 195

(千 円 )

目的・趣 旨を
同 じくす る団
体 との交流事
業

二重 CMCCと の交流

社会福祉協議会参加PR活動
年 間 事務所他 数名

=重創χ

一般

129
(千円 )

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

悴

'非
営 剰 活 動 法 人 キ 1,ス ト メンタル・ケア・セ ンター

(単 円 )

科 目

865,000
865.00()

6,718
7.500

0

2.684.218

277,000
277.000

489,000

0

489.000

843

843

A

1

収

その の

正会員受取会費

地方公共団体補助金

取

講座事業収益

講演会などの収益

受取寄附金

維持・贅助会員受取会費
施設等受入評価益

2 受取寄附

受取利息

雑収入

4.316.061
B 用

1

(1)人件

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

(2)その他経

相談活動費
研修事業費

2,706,809

195,192

300,400

128,800
747,256

広報・出版事業費
運動普及事業費

講座事業費

4 07 457

(1)人
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経
施設管理費

光熱費

3,292,

什器備品リース

通信・電話料
旅費交通費
事務費・消耗品

印刷要

研究図書費

会議費

雑費

1,722,000

66,634

699,574

243,913

378,070

28,465

41,758

1,397

35,475

75,648

経 用 7.371.391

当 期 経 常 増 減 額 A B -3.055.330

固定資産売却益

C

固定資産売却損

災害損失

過年度損益修正損

D

当 外 C D減  額
-3.055.330

34.667.492

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④ +⑤ 31.612.162

(1)+0) ・ ・・ |



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

位童樫 塾 歴ユ五 L主上ス上 教基≧∠空」堕 _生Z・ 立≧ 生=

(2)無形 定資産

570,000

A

1

の 産

31 126 162

(1) 形固

什器備品

差入保証金

(3) そ の

現金

普通預金

立替金

仮払金

前払金

399,495

30,697,267

0

0

29,400

2 固定資産

31.696.162【A】 資 産 合 計 ①+②

{B-2
-3,055,330

84

2

+

1

当 正味財 減額

B-1

前期繰越正味財産額

正 の

0

84.000

0

仮受金

前受金

預 り金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 31.696.162

目 個¬ 84000

34,667.492



16 28

令和3年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

キ リス ト教メンタル・ケア・センター

1.重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法 人会計基準によっています。 (2017年 12月 12日 改正)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は保有 していないため該当なし.

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産は保有 していないため該当なし。

(3)引 当金の計上基準
引当金は計上 していないため該 当な し。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし。

(5)消 費税等の会計処理

税込処理を採用 しています。

2 事業別損益の状況

3 1施設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳 該当なし
円 )

4.使途等が制約された寄附金等の内訳 該当な し。

5.固 定資産の増減内訳 該当なし。

6.借入金の増減内訳 該当なし。
(単位 :円 )

7.役員及びその近親者との取引の内容 該当なし。

科 目 相談事業 研修事業 広報出版事業 運動普及事業 講座事業 事業部門計 管理部門 合 計

843

865,000
2,684,218

277,000
489,000

865,000
2,684,218

277,000
489,000

843

865,000
2,684,218

277,000
489,000

843

3.827.061 489,000 4,316,061 4,316,061

259,158
1,722,000

66,634

273,196
268,693

1,534
41,758
33,881

2,780
37.175

191,512

3,680

178,060

104,480

17,860

128,800 554,144

78.916
6.030

108,166

674

000

634

0

736

609

564

404

881

780

175

294,

347,

7,

254,

33,

2,

37.

1,311,

1,722,

66,

1,722,

66,

699,

243,

378,

28,

41,

1,

35,

75.

000

634
574
913

070

465

758

397

475

648

1,311,

3,444,

133.

699,

538.

725.

36,

296,

35,

38,

112.

674
000
268

574
649

679

029

162

278

255

823

2,706,809 195,192 300,400 128,800 747.256 4,078,457 3,292.934 7.371,391
2.706.809 195.192 300.400 128.800 747.256 4.078.457 3.292.934 7,371,391

1.120.252 -195.192 -300.400 -128.800 -258.256 237.604 -3.292.934 -3.055.330

I 経常収益
1-受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5 その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
人件費計

(2'そ の他経費
事業活動費
施設管理費
光熱費
什器備品 リース料

通信・電話料
旅費交通費
事務費消耗品費
印刷費
研究図書費
会議費
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金 額 算定方法

その他特定非営利活動法人の資産.負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

施設管理費・光熱費・通信電話料・印刷費の 50%を 事業費と管理費に案分 しています。

その他の事業に係る資産の状況

該当なし



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
特 中 韮営 利 活動 ■ 人 キ [,ス ト教 メンタル・ケア・セ ンター

(単 円 )

事 業 報 告 用

29,400

郵便局 振替口座

郵便局 定額預金

前払金

399,495

令和 4年度分ボランティア保険料

定期預金

399,495

30,697,267

普通預金

普通預金

通常貯金

現金預金

手元現金

預金
三菱UFJ銀 行

みずほ銀行

郵使局

三菱UFJ銀行一定期預金

みずほ銀行

249,778

149,108

104,940

193,441

13,000,000

8,000,000

9,000,000

29,400

i動資産合計 ・・・① 31.126.162

A

(1)有形固定資産

570,000 570,000

長期貸付金

570

(2) 形 固

有形固定資産は保有していない

無形固定資産は保有していない

(3)投資その他の資産

敷金 (保証金)

代々木プ リンスマンション入居保証金

31,696.162【A】 資 産 合 計 ①+②

84,000

84

の

流動

2 固

1

前受金 令和4年度公開講座受講料

B-1

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 84.000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 31.612.162

1



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿
(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者

についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人キリス ト教メンタル ・ケア・センター

確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ビ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

/~ヽ

健‐ヲ
・監事

フシ
・
サキ ヨシノフ

｀

藤崎 義宜

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年

年

月

月

日

日

2 ぐ讐)監事
ヨシオカ ミツヒト 令和3年 4月  1日

3月 31日令和4年

年=   月   日

年   月   日吉岡 光人

3 ○ 監 事

フキヌキ ユウコ

吹抜 悠子

令和3年 4月  1日

3月 31日令和4年

年

年

月

月

日

日

4 監事

キッカワ クミコ

吉川 久美子

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年 月

月

日

日年

5
(費)監事

ヤナキ
・
タニ ヒロオ 令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年  月  日

年  月  日柳谷 洋生

6
⌒ 、

c)監事
アサミ ヒテ

｀
アキ

浅見 英明

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年  月  日

年   月   日

7 ・監事

4it)t tttT

石丸 昌彦

令和3年 4月  1日

3月 31日令和4年

年   月 日

日年 月

8 監 事

ウタ
・
力
・
ワ マサヒコ

宇田川 雅彦

令和3年 4月  1日

3月 31日令和4年

年

年

月

月

日

日

9
/~ヽ

cジ 監事
ナカ
・
イ カヨ

水井 かよ

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年

年

月

月

日

日

⌒

Qぜり監事
タカノ トシオ

高野 利雄

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年   月 日

日年 月



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

11

イクタ
・
 イホコ

池田 伊穂子

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年

年

月   日

月   日

12
′
′ヽ、

ぐb)監事
サセ スミカ

佐瀬 壽賞香

令和3年 4月  1日

3月 31日令和4年

年

年

月   日

月   日

13 こ:1ヽ
V

監 事

ミソ
｀
ク
・
チ シ

・
ュンコ

溝口 順子

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年

年

月   日

月 日

14 〇 監事

夕ニカ
‐
ワ スス

・
コ 令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年

年

月

月

日

日谷川 壽壽子

15

`理

事ヽ・監事
｀tノ

ltttr ttt)

竹前 ルリ

令和3年 4月  1日

3月 31日令和4年

年

年

月

月

日

日

16 理 事

ヨシカワ ユウイチ

吉川 裕―

令和3年 4月  1日

3月  31日令和4年

年

年

月

月

日

日

以  上

/~｀、

ぐ呈ヲ・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 キリス ト教メンタル・ケア・センター

氏    名

1 稲田 俊子

2 伊東 和子

3 今関 泉

4 田中 美佐子

5 大江 良子

6 斎藤 好子

7 木場 恵子

8 関 洋

9 谷川 敦子

10 塚田 好四郎

11 増尾 恵子

12 勝又 和美


